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セブン-イレブン・ジャパン不当労働行為再審査事件 

（平成 26 年(不再)第 21 号）命令書交付について 

 

 中央労働委員会（会長岩村正彦）は、平成３１年３月１５日、標記事件に関する命令書を関係当事者

に交付しましたので、お知らせします。 

 命令の概要は、次のとおりです。 

 

 【命令のポイント】 

 ～会社と加盟店基本契約を締結して、コンビニエンスストアを経営する本件加盟者は、労働組

合法上の労働者には当たらず、会社が、加盟者らが加入する組合からの団体交渉申入れに応じな

かったことは、労働組合法第７条第２号の不当労働行為には当たらないとした事案～ 

  加盟者は、独立した小売事業者であって、会社の事業の遂行に不可欠な労働力として会社の事

業組織に組み入れられ、労働契約に類する契約によって労務を供給しているとはいえない。さら

に、加盟者は、会社から労務供給の対価として報酬を受け取っているということはできず、他方

で、加盟者の事業者性は顕著である。以上を総合考慮すると、本件加盟者は、会社との関係にお

いて労働組合法上の労働者に当たると評価することはできない。 

  したがって、会社が、本件加盟者らが加入する組合の団体交渉申入れに応じなかったことは、

労働組合法第７条第２号の団体交渉拒否には当たらない。 

 

Ⅰ 当事者 

 再審査申立人 

株式会社セブン-イレブン・ジャパン（「会社」）（東京都千代田区） 

  再審査被申立人 

 コンビニ加盟店ユニオン（「組合」）（岡山県岡山市） 

  

Ⅱ 事案の概要 

１ 本件は、会社と加盟店基本契約（「本件フランチャイズ契約」）を締結する加盟者らが加入する

組合が、「団体交渉のルール作り他」を議題とする団体交渉を申し入れたところ、会社がこれに応

じなかったことが不当労働行為であるとして、組合が岡山県労働委員会に救済申立てをした事件

である。 

２ 岡山県労働委員会は、会社に対し、団体交渉を行うこと等を命じたところ、会社は、これを不服

として、再審査を申し立てた。 
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Ⅲ 命令の概要 

１  主文 

  初審命令を取り消し、本件救済申立てを棄却する。 

２ 判断の要旨 

⑴ 加盟者の労働組合法上の労働者性について 

ア 労働組合法上の労働者性の判断枠組み 

(ｱ) 労務供給関係にある者の労働組合法上の労働者性は、以下のように解されてきている。 

ａ 労務の供給が業務委託等の労働契約以外の契約形式によってなされる者であっても、実

質的に、①当該労務供給を行う者たちが、相手方の事業活動に不可欠な労働力として恒常

的に労務供給を行うなど、いわば相手方の事業組織に組み入れられているといえるか、②

当該労務供給契約の全部又は重要部分が、相手方により一方的・定型的に決定されている

か、③当該労務供給者への報酬が当該労務供給に対する対価ないし同対価に類似するもの

とみることができるか、という判断要素に照らし、団体交渉の保護を及ぼすべき必要性と

適切性が認められる場合には、当該労務供給者は、労働組合法上、「賃金、給料その他こ

れに準ずる収入によって生活する」労働者に当たるとみるべきである。 

ｂ 上記ａ①の「事業組織への組入れ」の判断に関しては、補充的に、(a)当該労務供給者が

相手方からの個別の業務の依頼に応ずべき関係にあるか、(b)当該労務供給者が労務供給

の日時・場所について拘束を受け、労務供給の態様についても、相手方の指示ないし広い

意味での指揮監督に従って業務に従事しているか、(c)当該労務供給者が相手方に対して

専属的に労務を供給しているか、といった要素も考慮されている。 

ｃ 他方、当該労務供給者が、自己の独立した経営判断でその業務を差配すること等により

利得する機会を恒常的に有するなど、事業者性が顕著である場合には、労働組合法上の労

働者性は否定されることとなる。 

 

(ｲ) 本件フランチャイズ契約の規定だけをみれば、会社と加盟者の関係は、フランチャイズ・

システムの提供事業者と、それを利用して店舗を経営する小売事業者との関係にすぎないの

であって、加盟者が会社に対して労務を供給する関係にあるとはいえない。そのため、本件

においては、労務供給関係にある者について示されてきた、上記(ｱ)の労働組合法上の労働者

性の判断要素は適用されないのではないかが問題となる。 

しかしながら、本件においては、①本件フランチャイズ契約の規定は、会社により一方的

・定型的に定められたものであり、加盟者が個別交渉により変更する余地はないこと、②加

盟者は、会社により一方的・定型的に定められた契約の下で、加盟店の経営に当たり会社の

助言・指導等を受けており、しかも多くの場合、自らの店舗において相当時間稼働している

こと、③加盟店は、セブンイレブン・イメージに基づく統一的な内外装や看板、ユニフォー

ムなどの外観からすると、会社を本部とするセブンイレブン・チェーンの一店舗となってい

るようにみえること、④会社は、フランチャイズ・チェーンの本部として、独自の経営戦略

に基づく出店計画や商品開発など、加盟者への経営支援にとどまらない事業活動も行い、自

らの収益を拡大するために加盟者の活動を利用する側面があることが認められる。これらの

事情からすると、会社と加盟者の関係を実質的にみた場合、加盟者自身が、会社の事業のた

めに労務を供給していると評価できる可能性がないとはいえない。 

したがって、本件においても、上記(ｱ)の要素を用いて判断することとし、会社と加盟者の

関係について労務供給関係と評価できる実態があるかという点も含めて検討することが必
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要である。 

イ 事業組織への組入れ 

本件においては、加盟者は小売事業者として、自ら資金を調達するとともに事業の費用を負担

しており、また、損失や利益の帰属主体となり、自らの判断で従業員の雇用や人事管理等を行

うことで他人労働力等を活用し、自ら選択した場所でコンビニエンスストアの経営を行ってい

るのであって、資金の管理、商品の仕入れ及び営業日・営業時間について一定の制約はあるも

のの、なお経営者として相当の裁量を有する独立の小売事業者としての性格を持つものである。

他方で、会社は、加盟店の経営に関し、研修や評価等を行い、セブンイレブン・チェーンとし

て会社と一体のものと認識されるような外部への表示を加盟店に求めているが、これらは、加

盟者の事業活動としての店舗経営への制約としての面があるとしても、加盟者が会社の事業の

ための労働力としてその組織に組み入れられていることを根拠付けるものとはいえない。次に、

加盟者は、会社から時間的・場所的拘束を受けて労務を供給しているとはいえない上、店舗に

おいて店舗運営業務に従事する際には実際上マニュアルに従い、オペレーション・フィールド

・カウンセラー※の助言・指導を受けてはいるものの、本件フランチャイズ契約に違反する行為

に対するものを除いては、これらに拘束力があるとはいえず、それにより店舗での業務遂行が

事実上制約を受ける面があるとしても、それは加盟者の事業活動としての店舗経営への制約と

みるべきものであり、加盟者が広い意味でも会社の指揮監督の下で労務を供給しているとはい

えない。そのほか、加盟者は、コンビニエンスストアの経営という面に関する限りでは会社に

対する専属性はあるが、本件においては、そのことを事業組織への組入れの判断において重視

すべきではない。これらのことを総合考慮すると、加盟者は、会社の事業活動に不可欠な労働

力として、会社の事業組織に組み入れられていると評価することはできない。 

 

ウ 契約内容の一方的・定型的決定 

本件フランチャイズ契約の内容は、会社により一方的かつ定型的に決定されているとみるの

が相当である。ただし、前述したとおり、加盟者は独立した小売事業者であることからすると、

本件フランチャイズ契約は、加盟者の労務供給や労働条件というよりは、加盟者による店舗経

営という事業活動の態様について規定しているとみるのが相当であり、会社がその内容を一方

的に決定していることは、会社と加盟者の間での事業者としての交渉力の格差を示すものであ

るとしても、加盟者の労働組合法上の労働者性を根拠付けるものとはいえない。 

 

エ 報酬の労務対価性 

加盟者が会社から受領する金員については、本件フランチャイズ契約の趣旨や、加盟者と会社

の関係の実態を踏まえると、加盟者の労務供給に対する報酬としての性格を有するものと評価

する前提を欠くというべきである。また、当該金員の性格をみても報酬の労務対価性を肯定す

ることはできない。したがって、加盟者が会社から労務供給の対価として報酬を受け取ってい

るということはできない。 

 

オ 顕著な事業者性 

加盟者は、独立した事業者であり、自身の小売事業の経営全体に関し、事業の形態や店舗数等

に関する判断、また、日々の商品の仕入れの工夫や経費の支出等に関する判断や業務の差配に

よって、恒常的に独立した経営判断により利得する機会を有しているとともに、自らの行う小

売事業の費用を負担し、その損失や利益の帰属主体となり、他人労働力等を活用して、自らリス

クを引き受けて事業を行っているのであって、顕著な事業者性を備えているということができ
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る。 

 

カ 結論 

加盟者は、独立した小売事業者であって、会社の事業の遂行に不可欠な労働力として会社の事

業組織に組み入れられ、労働契約に類する契約によって労務を供給しているとはいえない。さ

らに、加盟者が会社から労務供給の対価として報酬を受け取っているということはできず、他

方で、加盟者の事業者性は顕著である。以上を総合考慮すると、本件加盟者は、使用者との交渉

上の対等性を確保するために労働組合法の保護を及ぼすことが必要かつ適切と認められる者と

して、会社との関係において労働組合法上の労働者に当たると評価することはできない。 

 

⑵ 不当労働行為の成否について 

 本件加盟者は、労働組合法上の労働者には当たらないことからすれば、会社が組合の団体交渉

申入れに応じなかったことは、労組法第７条第２号の団体交渉拒否には当たらない。 

 

 

【参考】 初審救済申立日 平成 22 年３月 24 日（岡山県労委平成 22 年(不)第２号） 

初審命令交付日 平成 26 年３月 20 日 

再審査申立日  平成 26 年４月１日（会社） 

 

 

※「オペレーション・フィールド・カウンセラー」：店舗を巡回して加盟者等に対して助言・指導 

 を行う会社の従業員 


